











Economic analysis of sustainable rice farming a case study in Minamikata rice 




農家は約 81 万戸に達しており、販売農家全体の 49.8%を占めるまでに至っている。このよ
うに、慣行農業から環境保全型農業への転換は進展しているが、さらにその上をいく無農
薬・無化学肥料栽培、有機栽培は十分に普及していないのが現状である。農林水産省が公
表している JAS 有機認証の認定農家数は、 2010 年の 3，815 戸に対し 2012 年 4 月時点で
4，009 戸に過ぎず、この間の伸びはわずか 0.5%にとどまっている。同様に有機 JAS ほ場面



























へと拡大している。農薬・化学肥料の節減程度に応じて、栽培方法を A タイプ (JAS 有機)、
省農薬、 B タイプ、 C タイプの 4 種類に分類し、差別化を図っている。登米市の水稲作付
面積は 8 割以上が環境保全米 C タイプの作付面積となっているが、南方町水稲部会はA タ




栽培方法については、 A タイプ、省農薬、 BC タイプに加えて慣行(宮城県)の 4 種類を対




第 4 章では、環境保全型稲作の栽培段階において排出される C02排出量を算出し、環境
影響を評価した。評価対象は、環境保全米の A タイプ、省農薬、 BC タイプの 3 種類とした。
生産者及び農協からの聞き取り調査をもとに、栽培段階における C02排出量について CH4、
N20 も考慮、して算出した。結果から C02排出量は、省農薬が最も少なく、次に BC タイプ





「栽培方法」、 rCFP (C02 排出量) J 、「生物多様性(生きものの種類) J 、「価格(精米 5kg)J
の 4 種類を設定した。本章では、これらの単独属性の主効果に加えて、属性同士の組み合
わせによる交差効果も併せて分析した。混合ロジットモデルによる分析結果から、単独属
性の主効果については、農薬・化学肥料の削減、 C02 排出量の削減、生きものの種類が多
い栽培方法によって生産されたコメを選択することで、消費者の効用が高まることが明ら
かになった。そして、属性聞の交差効果については、無農薬・無化学肥料栽培及び JAS 有
機栽培と生物多様性保全ラベルの組み合わせによって、相乗効果が発揮されることが明ら
かになった。これらの結果から、環境保全米の販売において JAS 有機栽培米及び無農薬・
無化学肥料栽培米は、生物多様性保全も取り組んでいることを積極的に消費者に伝えるこ
とが重要だといえる。
最後に第 6 章では、本論文で明らかになったことを整理し、その上で今後の課題を示す。
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